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（１）女性に対する暴力の根絶に向けての基盤づくり 

事業名及び平成22年度事業概要 

22年度

予算額 

（千円） 

平成22年度実績 担当課 

ア 女性に対する暴力を許さない社会の意識醸成 

女性に対する暴力対策事業(各種啓発事業) 

 暴力を許さない社会の意識づくりを図るため、｢女性に対する

暴力をなくす運動｣期間にあわせて、各種啓発事業を実施する。 

    ― 府内の「ボディショップ」15

店舗で、カード型リーフレット

3,000枚を配布 

男女共同参

画・ＮＰＯ課 

ドーンセンター啓発学習事業 

    再掲【２－（１）－ア】→Ｐ８８参照 

(10,220) 再掲【２－（１）－ア】 

→Ｐ８８参照 

男女共同参

画・ＮＰＯ課 

イ 幅広い関係機関や関係者等による連携体制の整備 

女性に対する暴力対策事業(大阪府｢女性に対する暴力｣対策会

議の運営) 

  関係機関が連携し、当面の対策について着実な推進を図ると

ともに、中長期的課題について検討し、総合的な施策を効果的

に実施することを目的に平成１２年９月に設置。府関係相談機

関等の連携強化を図っていく。 

580 ○ 梅田スカイビル空中庭園

展望台にパープルリボン

オブジェ設置 

○ 通天閣をパープルにライ

トアップ 

○ 映画「レオニー」とタイア

ップしたポスターの配布 

○ ザ・ボディショップ大阪府

内各店舗【１７ヶ所】で内

閣府DV相談ナビカード配

布 

○ ホームページに府内市町

村の取り組みを掲載 

○ ドーンセンターでパネル

展示、関連図書展示、ビデ

オ上映 

男女共同参

画・ＮＰＯ課 

大阪府・市町村配偶者からの暴力対策所管課長会議の運営 

再掲【６－（２）－ア】→Ｐ１２４参照 

(―) 再掲【６－（２）－ア】 

→Ｐ１２４参照 

男女共同参

画・ＮＰＯ課 

大阪府配偶者等からの暴力の防止及び被害者支援ネットワーク

の運営 

再掲【６－（２）－ア】→Ｐ１２４参照 

(10) 再掲【６－（２）－ア】 

→Ｐ１２４参照 

男女共同参

画・ＮＰＯ課 

女性に対する暴力対策事業(人材養成講座) 

ＤＶ被害者の支援に従事する人に女性に対する暴力に関する

基礎的知識や被害者救済のための支援施策等を知ってもらう

ため｢女性に対する暴力人材養成講座｣を開催する。 

― ○女性に対する暴力人材養成

支援講座 8講座 

受講者数 のべ182名 

男女共同参

画・ＮＰＯ課 

ドーンセンター相談カウンセリング事業 

     再掲【２－（１）－ア】→Ｐ８８参照 

(22,320) 再掲【２－（１）－ア】 

→Ｐ８８参照 

男女共同参

画・ＮＰＯ課 

配偶者暴力相談支援センターにおける相談事業 

配偶者からの暴力に悩む女性のために大阪府女性相談センタ

ー、府内６か所の子ども家庭センターに配偶者暴力相談支援セ

ンターの機能を持たせ、それぞれの施設の機能を活かした府民

に身近な専門相談を行う。 

○大阪府女性相談センター 

電話、面接相談：月～金９：３０～１７：４５ 

(土・日・祝・年末年始休み) 

一時保護相談は年中２４時間 

○各子ども家庭センター 

(中央・池田・吹田・東大阪・富田林・岸和田) 

電話、面接相談：月～金 ９：００～１７：４５ 

(土・日・祝・年末年始休み) 

―  

 

 

 

 

○相談件数 ４，３９２件 

（うち男性３８件） 

  ※内閣府報告件数 

子ども室家

庭支援課 
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６ 女性に対する暴力の根絶 

 

事業名及び平成22年度事業概要 

22年度

予算額 

（千円） 

平成22年度実績 担当課 

女性相談センターにおける相談事業 

再掲【６－（２）－エ】→Ｐ１２７参照 

(―) 再掲【６－（２）－エ】 

→Ｐ１２７参照 

子ども室家

庭支援課 
 

ウ 女性に対する暴力の発生を防ぐ環境づくり 

大阪府青少年健全育成条例に基づく青少年に有害な図書類の指

定 

書籍、雑誌、ビデオなどのうち、青少年の性的感情を著しく

刺激するなど、青少年の健全な成長を阻害すると考えられるも

のを大阪府青少年健全育成審議会に諮り、指定する。 

― ○指定回数 １回 

 

○指定件数 １１件 

 

青尐年・地域

安全室 

青尐年課 

青少年に有害な図書類の販売等状況調査 

青少年の健全育成に大きな影響を与える各種施設の営業状

況等を明らかにし、今後の社会環境整備を進める上での基礎資

料として活用することを目的として実施する。 

1,739 調査対象店舗 4,244店舗 
・図書類販売業者3,662店舗 

・夜間立入制限施設 582店舗 

 

青尐年・地域

安全室 

青尐年課 

列車内チカン追放キャンペーンの推進 

府内１４の鉄道事業者で構成される大阪府鉄道警察連絡協

議会を中心として、啓発用ポスターの掲示や車内アナウンスに

よる広報を実施するほか、移動分駐所の開設等により、効果的

なチカン追放キャンペーンを推進する。 

― 駅頭ミニキャンペーン  

１９か所２１回 

警察本部 

地域部 

鉄道警察隊 

 

（２）女性に対するあらゆる形態の暴力への対策の推進 

事業名及び平成22年度事業概要 

22年度

予算額 

（千円） 

平成22年度実績 担当課 

ア 配偶者等からの暴力への対策の推進 

「大阪府配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基

本計画(改定版)」の推進 

平成 21 年 5 月に改定した「大阪府配偶者からの暴力の防止

及び被害者の保護に関する基本計画」に基づく諸施策を推進す

る。 

― 「大阪府配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保護に関す

る基本計画」に基づく諸施策の

推進 

男女共同参

画・ＮＰＯ課 

一時保護事業の実施 

夫の暴力などで保護を必要とする女性のために女性相談セ

ンター等において一時保護事業を行う。 

 

― 一時保護件数６１２件 
（うち、配偶者暴力防止法第３条

に基づく一時保護件数４９５件） 

子ども室家

庭支援課 

 

配偶者からの暴力の被害者の一時保護委託事業の実施 

配偶者暴力防止法第３条に基づく被害者の一時保護を府内

の母子生活支援施設等に委託して実施する。(原則２週間) 

 

66,238 配偶者からの暴力被害者一時

保護（４９５件）のうち委託件

数３６３件 

子ども室家

庭支援課 

 

一時保護所(女性相談センター)への心理療法担当職員の配置 

精神的に非常に不安定な状況にあるＤＶ被害者の心のケア

を行うため、非常勤の心理療法担当職員を配置する。 

1,621 同左 子ども室家

庭支援課 

ＤＶ被害者自立支援(ステップ・ハウス)事業 

配偶者からの暴力被害者向け一時使用のための府営住宅の

住戸の提供(平成 17 年度実施)を受けて、生活用品の貸与を行

い、被害者の円滑な自立をバックアップする。 

 

― ○利用実績 １件 子ども室家

庭支援課 

女性のカウンセラーを活用した心のケア体制の整備 

配偶者からの暴力等による被害女性を支援するため、被害者

を支援・保護しているＮＰＯ団体等へ女性カウンセラーを派遣

する等、心のケアによる自立支援体制を整備する。 

1,694 ５施設 計９６回派遣 男女共同参

画・ＮＰＯ課 
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事業名及び平成22年度事業概要 

22年度

予算額 

（千円） 

平成22年度実績 担当課 

配偶者暴力相談支援センター設置事業 

女性相談センター等、府内７か所の施設において配偶者暴力

相談支援センターの機能を果たし、被害者の保護等を図る。 

また、ドーンセンターにおける警備体制の強化を図る。 

 

― 

 

○相談件数 ４，３９２件 

（うち男性３８件） 

  ※内閣府報告件数 

子ども室家

庭支援課 
 

 

府立女性自立支援センター運営事業 

大阪府立女性自立支援センター（大阪府立あゆみ寮、大阪府

立よしみ寮、大阪府立のぞみ寮）を従来の婦人保護施設の機能

に加え、妊産婦や乳幼児を連れた女性を対象とするなど、新た

なニーズに対応できる施設として、その適正な運営を図るとと

もに、施設退所者のアフターケア事業を実施する。 

 

254,346 新規入所者２３８名  

（要保護女子等） 

うち、同伴児等１９９名 

子ども室家

庭支援課 

大阪府・市町村配偶者からの暴力対策所管課長会議の運営 

「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」の

規定に関し、大阪府及び府内市町村の関係する機関が相互に連

携し、意見交換、情報提供などを円滑に行い、総合的な施策を

着実に推進する。 

 

―  男女共同参

画・ＮＰＯ課 

大阪府配偶者等からの暴力の防止及び被害者支援ネットワーク

の運営 

配偶者等からの暴力に関わる取組及び活動を行っている機

関、団体及びグループのネットワークづくりと暴力の防止及び

被害者支援のために必要な連携を図る。 

 

  10 同左 男女共同参

画・ＮＰＯ課 

 

女性に対する暴力対策事業(人材養成講座) 

再掲【６－（１）－イ】→Ｐ１２２参照 

(―) 再掲【６－（１）－イ】 

→Ｐ１２２参照 

男女共同参

画・ＮＰＯ課 

一時保護等都道府県域を超えた広域的対応のための連携 

 全国知事会でとりまとめられた申し合わせにより被害者の

保護に努める。 

 

― 同左 男女共同参

画・ＮＰＯ課 

女性に対する暴力対策事業(各種啓発事業) 

    再掲【６－（１）－ア】→Ｐ１２２参照 

(―) 再掲【６－（１）－ア】 

→Ｐ１２２参照 

男女共同参

画・ＮＰＯ課 

｢配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律｣の

適切な運用 

｢配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律｣

に基づき、被害者の意志を踏まえ、適切な対応に努めるととも

に、被害者保護の万全を図る。 

698 被害者からのＤＶ相談や保護

命令発令事案に対し、適切に対

応した。 

○平成２２年中の相談件数：

４，０２６件 

（うち男性１６０件） 

警察本部 

生活安全部
府民安全対策課 

イ セクシュアル・ハラスメント防止対策の推進 

労働相談の実施 

    再掲【３－（１）－ア】→Ｐ９０参照 

(―) 再掲【３－（１）－ア】 

→Ｐ９０参照 

雇用推進室

労政課 

個別労使紛争解決支援制度の実施 

再掲【３－（１）－ア】→Ｐ９０参照 

  (―) 再掲【３－（１）－ア】 

→Ｐ９０参照 

雇用推進室

労政課 

職場のハラスメント防止を考えるウィークの実施 

再掲【３－（１）－ア】→Ｐ９０参照 

(―) 再掲【３－（１）－ア】 

→Ｐ９０参照 

雇用推進室

労政課 

企業向けのセクシュアルハラスメント防止の啓発 

      再掲【３－（１）－エ】→P９１参照 

(―) 再掲【３－（１）－エ】 

→P９１参照 

雇用推進室

労政課 

職場におけるセクシュアル・ハラスメントの防止及び対応 

再掲【３－（１）－エ】→Ｐ９２参照 

(―) 再掲【３－（１）－エ】 

→Ｐ９２参照 

人事室 

企画厚生課 

人事室人事課 

教職員室教職

員人事課 
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事業名及び平成22年度事業概要 

22年度

予算額 

（千円） 

平成22年度実績 担当課 

セクシュアル・ハラスメント防止対策の推進 

    再掲【３－（１）－エ】→Ｐ９２参照 

(―) 再掲【３－（１）－エ】 

→Ｐ９２参照 

警察本部 

警務部 

厚生課 

警察本部 

警務部 

警務課 

すこやか教育相談 

再掲【４－（１）－ア】→Ｐ９５参照 

(16,274) 再掲【４－（１）－ア】 

→Ｐ９５参照 

教育センタ

ー 

｢教職員による児童・生徒に対するセクシュアル・ハラスメント防止

のために｣の徹底 

○  ｢教職員による児童・生徒に対するセクシュアル・ハラス

メント防止のために｣（H２０．３）の趣旨の徹底を行うと共

に、「教職員による児童・生徒に対するセクシュアル・ハラ

スメントを防止するためにＱＡ集｣の活用と「被害者救済シ

ステム」の周知を学校・市町村に指示し、未然防止・早期対

応に努める。児童・生徒及び保護者への啓発をする。 

○  ｢セクシュアル・ハラスメント防止のために～障害のある

児童生徒の指導や介助方法における留意点～｣に基づき教職

員の理解・研修を深める。 

 

― ○「教職員による児童・生徒に

対するセクシュアル・ハラスメ

ント防止のために｣及び同ＱＡ

集の活用と「被害者救済システ

ム」の周知の指示、児童・生徒

及び保護者への啓発を行った。 

○ ｢セクシュアル・ハラスメン

ト防止のために～障害のある

児童生徒の指導や介助方法に

おける留意点～｣に基づき教職

員の理解を深めるよう努めた。 

教育振興室

高等学校課 

 

教育振興室

支援教育課 

 

市町村教育

室児童生徒

支援課 

地域等の場におけるセクシュアル・ハラスメント防止のための取

組 

 啓発冊子等を活用して、防止に向けた周知啓発を図る。 

― 同左 男女共同参

画・ＮＰＯ課 

等関係部局 

ウ 性犯罪への対策の推進 

女性警乗隊(愛称｢Ａ・ＰＡＬ(エーパル)｣)の運用 

列車内等における痴漢等の女性を狙った犯罪に的確に対応

するため、女性警乗隊の効果的な運用を図る。 

 

― 女性警乗隊(愛称｢Ａ・ＰＡＬ(エー

パル)｣)の運用 

同左 

警察本部 

地域部 

鉄道警察隊 

インターネット上の少年への有害情報対策の推進 

 尐年に有害に起因する犯罪から尐年を保護するためのインタ

ーネット異性紹介事業者等の遵守事項を確認を目的とした、サイ

バーパトロールを実施し、事業者等に対する指導取締りを強化す

る。 

 

111 

 

インターネット異性紹介事業者

等の遵守事項を確認するため

のサイバーパトロール及び事業

者等に対する指導・警告を実施

した。 

警察本部 

生活安全部

尐年課 

性犯罪被害者診療における協力体制の構築 

府下の産婦人科医に対し、「医師用性犯罪被害者対応マニュ

アル」を配付し、性犯罪捜査及び被害者支援に対する協力体制

を構築する。 

 

― 同左 警察本部 

刑事部 

捜査第一課 

 

警察本部 

総務部 
府民応接ｾﾝﾀ  ー

性犯罪被害者支援における協力体制強化の推進 

  性被害体験を語る性犯罪被害者等を講師に招いて、支援団

体・警察・司法関係者・医師等による勉強会等を実施し、性犯

罪の潜在化及び二次被害の防止に向けて、各関係団体の連携を

図り、協力体制を強化する。 

 

― 同左 警察本部 

刑事部 

捜査第一課 

性犯罪被害防止のための広報啓発活動の推進 

  性犯罪被害を防止し被害の潜在化を防ぐため、中学・高校

の女子生徒を対象として、教育委員会を通じて府下の全中学・

高校に被害防止対策や被害相談窓口等に関する広報データを

提供し、自主防犯意識の高揚を図る。 

― 性犯罪被害を防止し被害の潜

在化を防ぐため、教育委員会を

通じて府下の全中学・高校に被

害防止対策や被害相談窓口等

に関する広報データを提供し、

自主防犯意識の高揚を図った。 

府警本部 

刑事部 

捜査第一課 

 

警察本部 

生活安全部 
府民安全対策課 



６ 女性に対する暴力の根絶 

 

事業名及び平成22年度事業概要 

22年度

予算額 

（千円） 

平成22年度実績 担当課 

性犯罪被害者に係る初診料等の支出 

性犯罪被害者の経済的負担を軽減し、事件の潜在化防止及び

捜査への理解と協力を得る。 

4,512 ○支出件数：２６７件 警察本部 

総務部 
府民応接ｾﾝﾀ  ー

ウーマンラインによる被害相談事業 

被害申告に伴う精神的負担を緩和・軽減するため、性犯罪被害

の相談電話に女性警察官が対応し、内容によっては面接相談も

実施する。 

相談時間  ９：００～１７：００ 

   （土・日・祝日及び上記時間帯以外は留守番電話で対応） 

 

  ― ○平成２２年中の 

相談件数：３５４件 

 

警察本部 

刑事部 

捜査第一課 

交番における女性相談事業 

女性の性犯罪等の被害に対する不安感を軽減・解消するた

め、女性警察官を配置している交番において、電話・来訪による

女性からの相談に女性警察官が対応する。(日時・場所は、最寄り

の警察署に問い合わせ) 

― ○平成２２年中の 

相談件数：７５３件 

警察本部 

地域部 

地域総務課 

ちかん等被害者相談所による相談事業 

列車内における痴漢等の被害相談に、女性警察官が対応する

とともに、｢ちかん相談ＦＡＸ｣を設置し、２４時間相談を受理する。 

89 ○ 平成２２年中の 

相談件数： ３５０件 

警察本部 

地域部 

鉄道警察隊 

被害者カウンセリング制度の実施 

カウンセリング専門機関と連携して、性犯罪被害者の精神的被

害の軽減を図るため、専門カウンセラーの派遣や、専門機関にお

けるカウンセリングを実施する。 

500 ○ カウンセリングを受けた 

延べ人数： ５１人 

警察本部 

総務部 
府民応接ｾﾝﾀ  ー

指定女性捜査員制度の運用 

  性犯罪被害者の被害申告に伴う精神的負担を軽減するため、

本部及び警察署の女性警察官を予め指定して被害者からの事情

聴取等の任務に当たらせる指定女性捜査員を運用する。 

― 同左 警察本部 

刑事部 

刑事総務課 

  

警察本部 

刑事部 

捜査第一課 

大阪府迷惑防止条例の適切な運用 

 第６条違反（卑わいな行為の禁止）を適切に運用し、卑わいな言

動への厳正な対処を図る。 

― ○ 平成２２年中の検挙状況 

   ５７８件  ４９９人 

警察本部 

生活安全部 
府民安全対策課 

被害少年対策の推進 

  犯罪等の被害にあった尐年の精神的なダメージを軽減するた

め、被害尐年サポーターと連携した支援活動を推進する。 

（※平成22年度で「被害尐年サポーター事業」の部分のみ終了） 

1,692 

 

○被害尐年サポーターによる

被害尐年に対する支援活動に

ついての働きかけを実施した。 

警察本部 

生活安全部

尐年課 

エ 買売春・人身取引への対策の推進 

性非行・性被害防止のための広報啓発活動の推進 

犯罪防止教室、犯罪被害防止教室を通じて、児童買春・売春防

止に関する意識啓発のための情報発信活動を行う。 

― ○ 平成22年中の犯罪防止教

室等の開催     

小学校  899校 144,975人 

中学校  350校 136,677人 

高  校  120校   50,802人 

その他の学校  

42校  7,902人 

警察本部 

生活安全部

尐年課 

児童買春・児童ポルノ事案取締りの強化推進 

児童買春・児童ポルノ事案の取締りを強化し、被害者となった

児童に対する継続的な支援のため、被害尐年サポーターの積極

的な運用を推進する。 

― ○ 平成２２年中の児童買春・児

童ポルノ法違反の検挙人員 ：

124人 

○ 平成２２年中に保護した被

害児童：70人 

警察本部 

生活安全部 

尐年課 

 

 

 

   



６ 女性に対する暴力の根絶 

 

事業名及び平成22年度事業概要 

22年度

予算額 

（千円） 

平成22年度実績 担当課 

風紀風俗事犯等取締りの強化推進 

売春事犯や違法ファッションヘルス店等の取締りを強化する。 

― 平成22年中の 

○売春事犯の検挙 

       ４８件５３人 

○違法ファッションヘルス店の

検挙 ５１店舗２００人 

○スカウト事犯（勧誘行為） 

取締り   ５件 ５人 

警察本部 

生活安全部 

保安課 

女性相談センターにおける相談事業 

様々な悩みを持つ女性のために相談事業を実施する。 

大阪府女性相談センター 

電話、面接相談：９：００～２０：００(祝・年末年始休

み)  

緊急一時保護は年中２４時間 

 

― 総相談件数：８，３２３件 

電話：７，３９３件 

来所：   ９３０件 

子ども室家

庭支援課 

 

オ ストーカー行為等への対策の推進 

ストーカー規制法の適切な運用 

ストーカー規制法を適切に運用し、ストーカー行為等への厳正

な対処を図る。 

500 事案に応じて、ストーカー規

制法に基づく、警告を実施し

た。 

○平成２２年中の相談件数： 

  １，４８８件（うち男性１４４件） 

○平成２２年中の警告：１０９件 

（うち女性１４件） 

警察本部 

生活安全部
府民安全対策課 

ストーカー１１０番相談事業 

ストーカーに関する相談の専用電話を設置し、女性警察官等

が相談に応じる。(２４時間対応) 

― ストーカー相談に対し、相談

者の希望に即した適切な措置を

講じた。 

警察本部 

生活安全部
府民安全対策課 

大阪府迷惑防止条例の適切な運用 

大阪府迷惑防止条例を適切に運用し、反復したつきまとい等

への厳正な対処を図る。 

― 反復したつきまとい等の相談

に対し、相談者の意思に即した

適切な措置を講じた。 

○ 平成２２年中の相談件数：  

１６７件（うち男性３０件） 

警察本部 

生活安全部
府民安全対策課 

女性に対する暴力対策事業(各種啓発事業) 

再掲 【６ －（１）－ ア 】 → Ｐ１２２参照 

 (―) 再掲【６－（１）－ア】 

→Ｐ１２２参照   

男女共同参 

画・NPO課 

 


